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２０１５年度の県予算、県政に関わる要求書

２０１５年度の県予算にかかわる県民要求を以下のようにまとめ、要求書を提出いたします。

消費税率の引き上げ、その一方での年金や生活保護費の引き下げ、譲歩に次ぐ譲歩を重ねての TPP

（経済連携協定）への参加は、地域産業・地域経済への打撃が大きく、地域を守る上で重大問題です。

伊方原発再稼働を前提とした必要手続きの進行と、２度にわたるオスプレイの「防災訓練」参加への

模索・６月の防災訓練への米軍機の参加の模索、オレンジルートをはじめ日本国内での低空飛行訓練

の実施継続は、国民、県民のいのちと安全を脅かす重大問題です。

立憲主義の原則と民主的手続きを無視する形で進められた集団的自衛権行使容認への閣議決定と憲

法解釈変更は、外国の戦争に日本が引きずり込まれる可能性を大きくするものであり、日本の憲政史

上の禍根と悪例を残すものです。歴史に無反省な自民党政権のこの姿勢は、たびたび抗議が行われる

アジア近隣諸国との関係をますます悪化させ、日本を一層危険な道へ導くことになります。また、選

挙で議席を獲得さえすれば、あとはすべて「白紙委任」かのように強引な政治を行う姿勢は、断じて

認めることは出来ません。国民主権の趣旨を生かし、民主的な手続きを十分に守りながら、これから

の政治を進めていくことを強く望みます。高知県としても、平和と生活を守る立場から、国の在り方

についても積極的に発言して行くことを望みます。

貴職におかれましては、このような状況も踏まえ、国政の動向も踏まえながら、県民の要求に根ざ

した県政の実現を目指し、各要求事項について、２０１５年度予算や県行政の各施策に反映させていただくよ

う要請いたします。

ご多忙の折とは思いますが、話し合いの継続的で前向きな発展のためにも可能な限り事前に、それ

が出来ない場合でも事後に必ず文書で回答をしてくださるようお願いいたします。

１、平和の要求

１、欠陥機であるオスプレイの日本配備を撤回させるよう国に働きかけてください。日本の購入にも

反対を表明して下さい。

２、低空飛行訓練に反対し、住民の暮らしや安全、環境破壊、日本の航空法を無視した低空飛行訓練
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用のオレンジル－トを廃棄するよう日米政府関係機関に強く要請してください。また、当面、飛行

訓練の事前公開と訓練ルートに該当する自治体への事前通告を実施して下さい。

３、欠陥機であるオスプレイはもちろんのこと、すべての米軍機を「防災訓練」と称して訓練に参加

させることは二度と行わないで下さい。また、授業に支障をきたす形での自衛隊の学校施設での訓

練には許可を与えず、実施しないでください。

４、リマ海域の返還のために一層の努力をしてください。

５、平和教育の推進をはかってください。国連では「核兵器のない世界の平和と安全」（2010年ＮＰＴ

決議）をめざしています。被爆国として原爆被害の実相を後世に伝え、平和な社会を実現していく

ためにも、「原爆と人間」（被団協作成）展などを実施してください。

６、政府に、「唯一の被爆国」としての責任を果たし、核廃絶の動きの先頭に立つよう、働きかけて下

さい。

７、２０１５年に行われる NPT再検討会議に、高知県として代表を派遣するなど、積極的な対応をし

て下さい。

８、日本政府は、集団的自衛権行使容認の閣議決定に実効性を持たせるための法案提出を来春以降の

通常国会に先送りして、世論の沈静化を謀っています。国民の意思を欺くような、憲法破壊の国の

姿勢は断固許せません。

①閣議決定を撤回するよう、国に要求して下さい。

②集団的自衛権行使容認への具体的な法案提出に県として反対し、提出をしないよう国に要求して下

さい。

２、１次産業の再生と振興、高知の地域を守る視点での要求

１、安倍政権は、国会決議を踏みにじる形で妥協に妥協を重ねながらＴＰＰの妥結を模索し続けてい

ます。ＴＰＰは、農林水産業はもとより、医療、労働、金融、食品安全などを含め国民生活のあら

ゆる分野に影響し、地域経済は崩壊するだけでなく、中山間地域の崩壊に伴う自然災害の多発の可

能性も予想されます。一次産業が基盤の本県の特性や県議会の決議にも基づき、国に対してＴＰＰ

から即時脱退するよう積極的に働きかけてください。

２、2013年に続き 2014年産米価も暴落し、稲作農家は経営危機に直面しています。日本の主食である

コメについては国が需給調整に関与し、国民には安定供給、生産者には再生産を保障する施策を取

るべきです。日本の農業を守り、食料安全保障を確立するためにも、農林水産物の輸入規制を強化

し、ＴＰＰ以外の自由貿易協定、例えばＷＴＯラウンドの安易な妥結や日中韓ＦＴＡの「交渉促

進」は行わないこと、MA米の輸入は中止することなどを国に求めてください。

３．経営所得安定対策（旧農業者戸別所得保障制度の米の直接支払い交付金）は、2014年度から半減、

2018年度から廃止されることになっています。農業の持続・発展のため、地域ごとの生産費に見合

う柔軟な補償制度を導入するように国に働きかけて下さい。また、農林漁家の持続可能性を高める

ために、直接的な所得補償や価格補償を県独自に行って下さい。

４、今年は、国連が定める国際家族農業年です。家族経営農業を維持し、大規模農家を含め後継者育

成に努めてください。また、「強い農業」の一環としての「農地中間管理機構の事業」が、企業の安

易な農地取得・農業参入とならないよう、とりわけ県外大手企業の進出を監督・規制し、地域内の
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住民の意思に基づく担い手確保や営農面での組織化と雇用創出を積極的に進め、耕作放棄地の解消

に努めてください。

５、有機農業やエコ農業を推進するとともに、県独自の検査・加工体制を確立し、高知県の個性を表

す先進的な「安全安心のブランド」を創り出してください。

６、「小規模企業振興基本法」や「農商工連携支援法」に基づく施策を強化してください。また、地域

の持続可能性を高める観点で、地元生産者や事業者が地域内経済循環を支える構造を推進する施策

を実現して下さい。

７、地元農産物の直販所やスーパーのインショップなどの販売から、地域での食品加工やレストラ

ン・学校給食での食材として活用など、生産者と消費者を繋ぐ地産地消の取りみや地域を守る経済

戦略として見直されつつあります。他方で、冷凍輸入食品や外食産業での過去の不祥事に見られる

ように、食の安心・安全の問題は依然として日本の大きな課題だと言えます。農業が盛んで、新鮮

な食への関心の高い高知県において、地域流通・地域内消費と結びついた地域農業の再生をめざす

とともに、小・中学校の学校給食で地元産食材の活用を拡大し、地域農業を持続・発展させるとい

う視点を踏まえつつ、県内の食の安全・安心の取り組みを進めてください。

８、林業は地域経済の活性化と低炭素社会の実現に不可欠な産業です。特に本県は森林率 84%であり、

これを生かしたバイオマスエネルギーの活用等で雇用創出の可能性があります。林産物の輸入自由

化を改め、国境措置を強化し、林産物自給を回復するよう国に要請してください。また、県産材の

県内建設業への誘導や薪炭やペレット等のバイオマスエネルギー産業への積極的投資など、高知お

おとよ製材などの事例が広く展開していくように、高知県の林業再生に向けた新たな取り組みを進

めてください。

９、鳥獣被害は中山間で深刻な状況になっています。鳥獣被害対策の具体的な取組み状況を明らかに

するとともに、自然保護の観点からも一層取り組んで下さい。また、鳥獣害の背景となる耕作放棄

地や林地の粗放化に対する有効な打開策を、一次産業育成策と併せて積極的に進めてください。

10、有害鳥獣駆除には猟師の方の協力が不可欠ですが、狩猟免許の更新料負担が大きいという声もあ

ります。補助を検討してください。

11、大雨による冠水・洪水被害や日照不足など、自然災害を原因とする農作物への被害が農家などの

一次産業で働く県民を苦しめています。こうした自然災害の被害に対して、県として何らかの助成

支援措置を講じて下さい。

12、農協制度の変更に関しては、協同組合制度の理念を守り、農家の意向を尊重し、上からの改革を

押しつけないように国に要請して下さい。

13、高知県は高齢化先進県と呼ばれて久しく、そうした特徴を踏まえた街づくり地域づくりが重要と

なっており、都市部の都道府県からも注目されています。ここ数年では、買い物難民や買い物弱者

と呼ばれる県民の生活を支える対応が待ったなしの課題となっており、中山間地域だけでなく高知

市中心部に住んでいながらも日常の買い物に不自由しているという事例の報告も増加しています。

県内の小売り流通業者などと連携を強化しながら、安心して暮らせる地域づくりを進めてください。

３、雇用確保の要求

（１）働き続けられる場の確保について
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１．非正規から正規への転換を推進するよう、「地域人づくり事業」（非雇用型）では、間接補助とと

もに直接補助が出来るよう改善してください。

２．高知の現状に適した雇用（高収入でなくても、安定した雇用）の実現を施策の柱に据えて下さい。

① 3月 19日、県議会で最低賃金の引き上げを求める意見書が採択されました。現行の最低賃金では、

高知に住み続けることが出来ないということが、県全体の合意となりました。しかし、8月 28日に

答申された高知県の最低賃金額は 677円と未だに 2010年の政労使合意（2020年までに 1000円以上

の実現）の実現は困難なほどの低水準です。

法定の最低賃金の大幅引き上げが困難である中で、県として企業内最低賃金の引き上げの促進を

独自に行ってください。具体的には、国の業務改善助成金（40円の引き上げ）の施策に県独自の支

援策（800円までの計画を策定する等）を上乗せ、横出しして実施してください。

②「出産後の女性再就職促進事業」の取り組みは評価しますが、多くの企業で出産を機に退職をせざ

るを得ない状況に労働者が追い込まれています。「出産後の女性再就職促進事業」の拡充と共に、産

休・育休を取りやすい制度（休職中の労働者の補充に対する補助）の拡充を検討してください。

また、こうち男女共同参画会議に県労連代表を加えてください。

③労基法３６条違反やパワハラなど、ブラック企業と言われる企業が横行しています。労働局と連携

し、働きやすい職場環境の実現を支援してください（労働基準法上の労使協定締結、安全衛生委員

会の開催、メンタルヘルス対策、均等待遇、男女共同参画、若手の定着施策などの推進）。

また、県が取り組む「高知県次世代育成支援企業認定制度」についても、紙面上の認定企業では

なく、実態として取り組みを進める企業を認定するよう、労働局とも連携し、支援を進めて下さい。

３.求職者支援とハローワークの機能強化

①県内ハローワークへの交通費補助として、回数券を配布する等、県としての補助の制度を作ってく

ださい。

②国が進める、「日本再興計画」の中で、ハローワークの求人情報を民間企業へ提供することが強く押

し出されています。これによって、民間企業による正規から非正規への斡旋などが懸念されます。

地方で働く労働者の生活を守る立場として、就労については、国が責任を持つよう求め、県として

も職業斡旋の事業を民営化しないでください。

（２）若者の県内定着策などについて

１．若者の定着率の向上とブラック企業撲滅のため、県内企業を紹介するパンフレットに、離職率や

有休取得率、育休取得率と産後復帰率等を掲載してください。

２．ブラックバイトという言葉が注目を集めているように、アルバイトの学生などを使い捨てにする

企業が問題となっています。過密な労働によって、学業や生活がないがしろにされるケースも報告

されています。また、アルバイト時代の過酷な体験は、就職への意欲はもちろん、就職先の労働条

件が劣悪であっても、それを受け入れてしまう温床となりかねません。労働基本権についての知識

や自覚は、若者の離職防止、職場への定着にとっても重要です。

①高知県商工労働部が作成した、「働くルール知っていますか？」のリーフレットをさらに充実させて

下さい。特に、1人加盟できる労働組合の紹介や契約書や賃金明細の保管、パワハラやセクハラ等に

ついてメモを必ず取るなどの「自分を守るための知識」を加えて下さい。また、その制作について

は、労働組合との意見交換等の対策を取ってください。



②高知しごとネットなど、県のＨＰに労働組合とその窓口、労働問題についてのＱ＆Ａ等について掲

載してください。

（３）高齢者･障害者雇用の改善策について

１．公安法 5条･40条に基づく「高齢者事業団」への援助･育成措置の具体化について

厚労省が発表した「生涯現役世代の実現に向けた就労のあり方に関する検討会報告書」で、雇用

の受け皿として NPOなどと合わせて高齢者事業団等の活用についての記述がありました。引き続き、

国の公安法 5条･40条に基づく「高齢者事業団」に対する、１日も早い「設定」と事業開始をお願い

します。

２．雇用･失業対策の強化について

①失業者の雇用の場を確保し、生活を支えるために公的就労事業制度を確立するよう国に働きかける

とともに、都道府県として就労事業を実施すること。

②国の「雇用創出基金による事業」（緊急雇用事業･重点分野雇用創造事業･震災等緊急雇用対応事業）

を継続し、基金に積み増しされた「地域人づくり事業」の積極的活用をはかるとともに、さらに増

額するよう国に要請してください。

（４）公契約条例の制定、入札制度の改善について

１．公契約制度の制定について

①ＩＬＯ９４条約(公契約における労働条項に関する条約)の趣旨にもとづき、公的関連事業で働く労

働者の公正な賃金・労働条件の確保のために、賃金等確保条例(公契約条例)を制定してください。

②公契約条例の研究･制定に向けて、県として検討委員会を立ち上げてください。またその委員には

政・労・使の３者を加え、今後の県の公契約のあり方について充分に検討してください。

２．入札制度の改善について

①金額や技術力だけではなく、若者や高齢者の雇用確保、地元経済への循環的波及効果、災害復旧面

での地域貢献などを考慮した入札方式を進め、地域を支える地元業者の育成を図って下さい。特に、

雇用の質という面にも注目し、離職率や有休取得率、育休取得率なども評価の対象にしてください。

②２０１３年度の公共工事設計労務単価が 15％引き上げられましたが、現場で働く労働者の収入はほ

とんど上昇していないのが現実です。県として、設計労務単価の引き上げが、どの程度賃金の引き

上げに反映されているかを独自で調査･把握し、労働条件の引き上げを指導してください。

また、公契約の職場でワーキングプアを出さないよう労働者の賃金把握と改善を進めてください。

③最低制限価格の導入（改善）による入札率の引き上げが、どのように賃金改善につながっているの

か把握してください。

また、それを法的に可能にするため、労働者の賃金、労働条件、労働諸法の遵守状況、各種保険、

建設業退職金共済制度への加入状況の報告を文書で求めるとの内容を工事請負契約書に盛り込んで

ください。

④県の発注する清掃委託事業では、最低制限価格が設定されていないため、入札価格が毎年下がり続

けています。それによって労働者の賃金も最低賃金に張り付いた賃金となっています。官製ワーキ

ングプアを出さない取り組みを進めるためにも、県が発注する委託事業についても最低制限価格を

設定し、労働者の賃金確保を行って下さい。
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⑤入札の結果、受注業者が変更になった場合にも新たな受注業者に、労働者の雇用や賃金が基本的に

引き継がれるような契約内容（文書あるいは口頭）の改善を行い、労働条件の引き下げがされない

ようにしてください。

４、中小商工業者の振興、県民の生活と生命を守るために

１、児童手当差し押さえ判決を受けて、鳥取県では「滞納整理マニュアル」が改訂されています。高

知県徴収事務マニュアルも鳥取県に学び、改訂して下さい。また、督促状（１回目）送付の際、「脱

税に問われることもある」と記載した文書を同封している県内自治体もあります。徴収にあたって

は、総務省事務連絡「平成２６年度地方税制改正・地方税務行政の運営にあたっての留意事項につ

いて」（１月２４日）にあるように、「滞納処分をすることによってその生活を著しく窮迫させるお

それがあるときは、その執行を停止することができることとされていることを踏まえ、各地方団体

においては、滞納者の個別・具体的な実情を十分に把握した上で、適切な執行に努めていただきた

い」をふまえて行って下さい。「財産の差し押さえによる税金の徴収」を業務とする管理機構では、

「住民の福祉の増進を図ることを基本」とした対応は出来ません。機構の解散も含め、機能の縮小

を検討して下さい。

２、消費税増税は所得が低く社会保障が必要な人ほど負担か重くなり、中小零細企業の営業そのもの

を脅かすものです。１４年４月からの引き上げで、多くの中小商工業者は困っています。地域経済

を守るというスタンスでさらなる消費税増税を実施しないよう国に求めてください。

３、高知市での「住宅リフォーム助成制度」も参考に研究するという回答も踏まえ、県でも来年度か

ら実施して下さい。

４、中小企業金融円滑化法が１３年３月で期限切れとなっています。金融円滑化法に基づく返済条件

変更は、高知県信用保証協会の保証分のみでも７０９社、１５４０件、２１６億円にのぼりました。

現在の経済状況下で返済金額の増額を求められると、今以上に多くの企業･業者が資金繰りに窮し、

倒産･廃業にいたりかねません。

①県内企業･業者の金融円滑化法に基づく条件変更の状況を教えてください。

②金融円滑化法に替わる何らかの措置を国に働きかけてください。

③県として独自の対応策･支援策を検討し、策定してください。

５、「小規模企業振興基本法」を生かし、高知県としても必要な条例制定を行って下さい。

５、医療・介護制度の充実を進め、県民の命とくらしを守るために

（１）社会保障解体路線から拡充へ

１、2012年の三党合意による「税と社会保障の一体改革」に基づいて、社会保障制度改革推進法とプ

ログラム法が制定されました。消費税率が引き上げられる一方で、社会保障は「家族相互及び国民

相互の助け合いの仕組みを通じて」「国民が自立した生活を営むことができるよう」な仕組みへと変

貌させ、公的な社会保障から自己責任への大転換が打ち出されています。

私たちは憲法、地方自治法などをふまえて、住民一人ひとりが人間としての尊厳が保障され、健

康で文化的な生活がおくれるように自治体の施策を進めていくべきと考えます。各自治体では「住
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民の福祉の増進を図る」という地方自治の目的にそって、国の施策に左右されることなく、住民の

利益への奉仕を最優先させてください。

消費税引き上げが先行し社会保障制度の充実が進んでいないこと、ひいては憲法２５条の生存権

を否定するような現実がある中で、社会保障解体から充実への転換を国へ働きかけてください。

２、医療費抑制のために、都道府県に「地域医療構想」を策定させ、医療機関に制裁も含めて指導さ

せる権限をもたせる内容が医療・介護総合法に盛り込まれました。ただでさえ医療過疎が進行して

おり、移住・定住にしても医療は基盤をなすものです。患者追い出しにつながる病床削減にならな

いよう、国にも働きかけて本県の実情にあった「地域医療構想」にしてください。

また、「病床機能報告制度」による報告の特徴や「地域医療構想」についての課題について教えて

ください。

（２）国保について

１、国民皆保険制度を今後も維持していくために、財政基盤の見直しが必要であり、国に対し国庫負

担の大幅な引き上げを強く求めてください。

被保険者の保険料（税）負担は極めて高く、限界にきています。資格証明書、短期保険証の発行

をしないように各自治体に対し助言してください。

２、法 44条に基づく減免措置を住民が使えるために、医療機関へのポスター掲示や各市町村で具体化

するよう指導してください。また、条件については恒常的な低所得者への視点も入れたものに改正

し、少なくとも、厚生労働省通知による入院の減免基準（平成 22年 9月 13日）を導入するよう市

町村と協議してください。また、「44条は所得の激減者のみが対象である」と考えるのであれば、恒

常的低所得者(生活保護基準以下)への高知県独自の有効な支援制度を策定してください。

３、保険料（税）滞納へのペナルティーであり、受診抑制にもつながりかねない短期保険証・資格証

明書の発行は止めさせるよう国に対して求めてください。当面、１８歳以上の資格証明書の方が病

気になった場合、または継続療養が必要な場合には、国の通知通り、迅速かつ確実に短期保険証を

発行してください。また短期保険証の有効期間は、最低６か月以上にしてください。

４、国民健康保険法第７７条にもとづき、失業や所得激減などの「特別の理由があるもの」に対する

保険料（税）の減免をおこなうとともに、「所得激減」にかかる減免要件の緩和を行ってください。

また、2015年度からの減額基準の改善にあたっては、消費税引き上げを前提とせず行ってください。

５、国保間の財政調整では国保の抱える根本問題は解決しないことから、国保の広域化には、反対し

て下さい。

６、基金の活用など、保険料（税）を引き下げる手立てを講じてください。

（３）介護保険制度について

介護保険制度を社会保障としての位置づけを行い、必要な介護が受けられない人が出ないようにし

て下さい。

１、今年成立した医療・介護総合法に基づき、来年度から３年かけて国がすすめようとする要支援者

の「介護保険はずし」や要介護２以下の特養からの排除、一定以上所得者の利用料負担の倍増は、

介護難民を生み出すおそれがありますから、そのような制度改革を実施しないよう国に求めてくだ

さい。また、この制度改革により予想される影響と、県の「第６期介護保険事業支援計画」におけ
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る受け皿対策を示してください。

国に対して軽度者の切り捨てをやめ、施設でも在宅でも必要な介護が保障される介護保障制度に

するよう求めてください。

２、低所得者に対する介護保険料の減免制度を全体の保険料に連動させない形で実施・拡充してくだ

さい。特に住民税非課税、介護保険料普通徴収の高齢者、無年金者への配慮を強めて下さい。

３、高額介護サービス費、福祉用具購入、住宅改修等について受領委任方式を導入してください。

４、介護労働者の労働実態に対する理解を深め、処遇改善につながるよう介護報酬の大幅な引き上げ

を国に求めて下さい。また、処遇改善すすめるための県独自の助成制度を作って下さい。そして、

国に対し、処遇改善が利用料に反映しない仕組み作りを要望して下さい。

５、介護療養病床の廃止は延期されたものの、廃止そのものの方針は残っています。方針の撤回を国

に求めてください。

６、新しい総合事業に対して、次の点について市町村格差が生じないように各自治体への指導・支援

を強めて下さい。

①現行予防給付サービスの水準を継続させること

②サービスに見合う単価を設定すること

③要介護認定を受ける権利を保障すること

（４）後期高齢者医療制度について

１、後期高齢者医療制度のすみやかな廃止を国に強く求めてください。また、今現在は制度が運用さ

れていることから、保険料を抑制できるところまで県として補助金を出してください。そして、国

の負担をふやし高齢者が安心できる制度を作るよう県として国に要望をあげてください。

２、後期高齢者の健康診査を公費で行うよう、県として補助金を出してください。

３、後期高齢者への資格証明書について、広域連合は発行しないと伺っていますが、現状をお聞かせ

下さい。

４、緊急ペンダントの普及など、高齢者に対するきめ細かな施策を、市町村と協議した上で実施して

下さい。

（５）健診と予防接種の公的責任の拡充について

１、健診の公的責任をふやし、特定健診・がん検診など無料化や医療機関委託を広げ県民の健診受診

率を高めてください。そのためにも、広報を強化して、受診者を増やして下さい。

２、妊産婦検診で医師の判断で必要とされた検査については全額助成してください。また、安心して

出産できる医療体制をつくってください。

３、歯周疾患検診を毎年無料で受けられるようにして下さい。

４、ヒブや肺炎球菌、WHОが接種を勧告しているロタウィルス、Ｂ型肝炎、おたふく風邪、水ぼう

そうなど、子どもに必要な予防ワクチン接種に国が責任をもって無料実施するよう強く求めてくだ

さい。

５、健康増進法及びその健康診査実施要綱に基づいて、無保険者による健康診査及び保健指導を実施

してください。

６、鍼灸治療に補助金を出して下さい。
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７、外来受診時の「定額負担」は、複数の病気を抱える高齢者・乳幼児・慢性疾患の患者など、医療

機関の受診頻度が多いほど負担が重くなり、受診を事実上制限することになりかねません。導入し

ないよう、国に求めて下さい。

（６）子どもの医療を受ける権利について

子どもの医療費助成制度を通院・入院共に、所得制限なしで中学卒業まで無料にしてください。

また国に対して、小学校就学前までの医療費無料制度の創設を要求してください。

（７）生活保護について

１、生活保護基準額の引き下げは、受給者の生活実態を調査して把握し、生活できるように保障する

とともに、これ以上の引き下げは行わないように国に要請して下さい。

２、生活保護水準以下の生活状態を解消するため、生活保護の捕捉率の向上を図るための対策を講じて

ください。

３、国による生活保護の引き下げに対して、生活保護と連動する諸施策の基準引き下げが起こらない

よう措置を講じてください。また、引き下げによる諸施策への影響を示してください。

（８）「反貧困」宣言について

様々な形で現れる貧困から県民を救い、守るため、社会保障の諸制度を総合的かつ柔軟に運用して

ください。

県として「反貧困」宣言をし、高知らしい豊かな生活スタイル、働き方（「高知型雇用」）の提案、

推進をはかってください。

６、医師・看護師・介護職員不足の解消

１、看護師離職の大きな原因である過酷な夜勤労働を軽減するために、ＩＬＯ看護職員条約にもとづ

いた「１日８時間、週３２時間以内、勤務間隔を１２時間以上」とすることを、国に強く求めてく

ださい。

２、県内の看護師養成数の定員を増やしてください。

３、医療、福祉施設における労働者の勤務条件改善を支援してください。特に夜勤を伴う交替制勤務

は「正循環」の勤務シフトとなるよう支援を強めてください。

４、お産を扱う医療機関の減少で県民の間に不安が広がっています。産みたくても産むことすらでき

ない状況は深刻です。助産師の確保と合わせ、産科医不足の解消を急ぎすすめて下さい。産む施設

がないため遠くの病院まで通うなど、母体にとっても家計にとっても負担が多すぎます。当面タク

シー業者などとも連携した交通費の補助や、「マタニティハウス（仮）」の確保を検討してください。

７、保育、児童に関する要求

子どもの全面発達を保障するため、次の施策を行ってください。

１、「子ども・子育て支援新制度」は性急に実施をしないよう国に求めて下さい。また、制度の内容や保護者が
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行わなければならない手続き、運用方法について、手続きを簡潔にするとともに、住民への広報に努めるよう、

市町村を指導して下さい。児童福祉法 24 条１項の「市町村の保育実施義務」を強化し、子どもの保育に格

差を持ち込まないようにしてください。

２、待機児童解消のための緊急対策を行い、認可保育所を増やしてください。

３、保育・学童保育・子育て支援施策の拡充のために、子ども・子育て関連予算を大幅に増やしてください。

①安定的な保育所運営と施設整備が出来るよう、運営費を改善し、施設整備費補助を維持してください。公立

保育所については運営費と施設整備費の国庫補助の復活を国に求めて下さい。

②過疎地における保育所の維持・改善のために特別な措置を国に求めて下さい。

③各自治体が定める児童福祉施設の基準が改善されるよう、国に「児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（最低基準）」を抜本的に改善するよう求めてください。県の独自の助成を進めて下さい。

④保育所、幼稚園、学童保育などの職員が経験をつみ、研修を受け、安定的に保育ができるよう、処遇の改善

を図ってください。

⑤保育料の引き下げなど、子育てにかかわる経済的負担を軽減してください。

⑥障害児保育を拡大して下さい。

４、就学援助は、子どもの貧困解消のための極めて重要な施策です。すべての市町村で校外学習費、修学旅

行費、給食費の全額援助となるよう取組みを強めてください。所得水準は、実質として生活保護基準の 1.3

倍を確保してください。手続きを簡潔にし、住民への広報に努めるよう、市町村を指導して下さい。

５、学童保育は、小学校高学年までを対象となるよう整備を促進し、保護者負担の軽減をいっそう促進してくだ

さい。県の学童保育料軽減制度の対処に高知市を含めてください。

６、子どもの医療費助成制度を通院・入院ともに、所得制限なしで中学校卒業まで無料して下さい。また、国に

対して、小学校就学前までの医療費無料制度の創設を要求して下さい。

７、義務教育の開始年齢引き下げは行わないよう、国に働きかけて下さい。また、幼児期からの詰め

込み教育につながる「幼児教育強化」を導入しないように、国に働きかけて下さい。

８、 障害者に関する要求

契約制度、応益負担の考え方を見直し、社会保障としての位置づけを行い、必要な福祉施策が受け

られるようにしてください。

１、障害者総合福祉法の制定を急いで下さい。障害者・家族の願いをふまえ、応益負担の廃止、報酬

単価の引上げ等をおこなってください。

２、ショートスティ・デイサービスの充実をめざし、目標を含む事業計画を立ててください。基盤整

備を拡充してください。

３、障害者施設の運営の改善のための県単での助成制度を拡充してください。

４、障害福祉の制度を守り、医療対象者を拡大して下さい。

９、女性の権利、男女共同参画に関する要求

１、第３次こうち男女共同参画プランを誠実に具体化してください。そのためにも、こうち男女共同参画会

議を開き、具体化を推進する体制を構築して下さい。



- 11 -

県職員の育児休暇取得は県民への啓発のためにも非常に大切です。その中でも子ども・保護者へ

の啓発に直接つながる学校現場では全員取得をめざして体制を整えてください。県職員の課長以上

の管理職に占める女性の割合を早急に 10%にしてください。

２、高知県男女共同参画社会づくり条例第 11 条にもとづいて防災会議においても男女均衡をめざして下

さい。南海大震災に備え、防災・減災・復興のためにも、人口の過半数を占め、さらに障害者や子ども・

高齢者に寄り添うことの多い女性の意見を大切にしてください。

３、第 2次高知県DV被害者支援計画にもとづき、特に若い世代へのDV研修を強めてください。また、DV

を早くキャッチするためにも教員・保育士等での研修も強めてください。

４、空白になっている東部へのシェルター確保を急いでください。また、民間任せにせず、積極的な支援

をしてください

５、国連女性差別撤廃委員会のフォローアップを誠実に受け止め、県として学習会を開くなど勧告の徹底

に努めてください。また、女性差別撤廃条約を実効あるものにする為の選択議定書の批准を国に求め

るとともに、県としても条約について広く知らせ取り組んでください。

６、市町村のどの窓口で男女共同参画を扱っているのか、住民にすぐわかるように課や係に表記するよう

に援助してください。

７、国連女性差別撤廃委員会から強く指摘されている選択的夫婦別姓の実現と自営業者の税制改正の２

点を急ぐよう国に要請してください。

１０、伊方原発の再稼働問題、エネルギー政策に関する要求

１、伊方原発の再稼働に反対の立場をとってください。

福島第一原発の事故原因は特定されていないにも関わらず、新規制基準は、配管等への地震の影響

やフィルター付ベントによる敷地境界での全身被曝量の国際基準の無視したもので、過酷事故時の

避難計画を必要としないなど世界水準からほど遠い内容となっています。少なくともより危険性の

高いプルサーマル運転を認めない、新規制基準を抜本的に見直し世界水準の安全対策を確立するこ

と、中央構造線による直下型地震の影響を解明し、県民の納得が得られるまで再稼働を認めない立

場をとってください。

２、伊方原発については、再稼働にかかわらず直ちに廃炉をするとしても長期の課程が必要であり、

安全性について県の意思が反映する担保となる「原子力安全協定」を四国電力とむすんでください。

県として意思形成にあたっては、広く県民の意見を聞く課程を設けてください。

３、電気料金の高騰が暮らしと地域経済に深刻な影響を与えています。今後の値上げに反対するとと

もに、四国電力には高コストの原発依存から脱却し自然エネルギーの先進モデルとなるようビジネ

スモデルの転換と買電中止の撤回を、株主の立場からも強く求めてください。

４.地域に利益が還元する自律的な自然エネルギーの普及･拡大とともに、中小企業などの省エネ化の支

援をさらに進めてください。県内市町村のいくつかで新庁舎の建設が計画・予定されていますが

「分散型エネルギーインフラ」の視点で県としても研究・検討を進めてください。
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１１、教育に関する要求

１、進路決定において多様な選択肢を保障できる高校を、経済的負担のかからない通学可能な範囲に

確保してください。

学校統廃合や高校・特別支援学校の再編については、一方的な押しつけをせず、「合意」を前提に

子ども、保護者、住民の声を尊重してください。特に、今検討が進められている高校再編に関して

は、慎重な審議と県民の合意と納得を追求して下さい。そのためにも、該当校の関係者だけではな

く、広く一般の者が参加して行う討論会などを行って下さい。

２、行き届いた教育を進めるため、正規の教職員を大幅に増やし、国の責任で３０人学級を実現する

よう、働きかけてください。県独自での３０人学級をすべての小学校･中学校・高校に拡大してくだ

さい。

当面、小１・２・中１の３０人学級、小３・４の３５人学級を継続するとともに、小５・６・中

２・３への拡大を実施して下さい。また、それに伴い、学級数に見合う教職員定数となるよう、定

数も見直しをして下さい。

３、当面、義務教育費国庫負担２分の１を復活させるとともに、教育予算の増額を国に働きかけてく

ださい。

４、所得制限のない高校授業料の無償化の復活・改善を政府に働き掛けをして下さい。高校教育にお

いて、教科書・副教材・実験実習費など学習・教育活動に必要なものは公費負担とすることや、経

済的に困窮する家庭に対して義務教育の就学援助制度に準じた「高校版就学援助制度」を創設する

こと、返還の必要がない給付制奨学金制度（奨学のための給付金制度）の一層の充実を国に働きか

けてください。また、県独自の給付制奨学金制度の創設や保護者の教育費負担軽減のとりくみをよ

り一層推進してください。

５、私学の学費値上げを抑制し、保護者負担が軽減されるよう、私学助成を拡充してください。

６、高校生の進路保障に向けて、就職の求人確保、自治体独自の雇用機会の創出、経済的な理由で大

学・専門学校への進学が困難な生徒・家庭への支援を図ってください。

貧困の連鎖を断ち切るため、低所得家庭の学習困難な生徒を対象とした無料塾などの支援策を強

化してください。

７、発達と障害に応じた教育を保障するために、特別な支援を必要とするすべての子どもたちへの教

育条件整備の充実および進路保障を図ってください。知的障害特別支援学校については、高知市内

に小・中・髙一貫した寄宿舎のある学校をつくってください。特別支援学校の設置基準を作るよう、

国に働きかけて下さい。

８、子どもたちの命と安全を守るために、津波対策を万全にするなど、避難施設も含めた学校施設･設

備を改善してください。危険校舎は一刻も早く耐震工事を施してください。また、防災教育の予算

拡充や内容充実など条件整備を図ってください。

９、全国学力テスト・体力テストへの参加は中止してください。市町村別の結果公表は、これからも

しないで下さい。県版学力テストも中止して下さい。当面、参加するかどうかは学校の自主的な判

断に任せて下さい。

1０、高知県教育振興基本計画は条件整備に限定し、教職員や子ども、保護者、県民の声を踏まえて見

直しを行ってください。緊急プランに基づく学力向上対策については、総括をして現場の自主的な
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取り組みを尊重する方向で見直してください。

1１、臨時教職員、とりわけ時間講師と支援員（県費負担の支援員のみならず市町村費負担の支援員を

含む）の処遇を、以下の点で、改善し、臨時教職員の確保に努めつつ、教職員の十分な配置で教育

の充実を図ってください。また、支援員の賃金・勤務条件（採用審査での処遇などを含む）につい

て、県として一定の水準を確保するよう指導・助言を行って下さい。

①年度始めの着任を、４月１日からにして下さい。

②年度終わりの離任を、現行の３月２４日から遅らせてください。

③保険が引き継げるよう、県として配慮して下さい。

④６月・１２月の一時金について、算定期間内にあるすべての着任について通算するよう改めて下

さい。

1２、学校給食の充実及び食育の推進のために、市町村とともに、次のことに取り組んでください。

①地産地消を更に進めてください。

②これ以上の民間委託や大規模センター化を進めないでください。

③中学校給食の拡充を進めてください。

1３、学校警察連絡制度は、教育と個人情報保護の観点から、実際の運用において濫用されることが絶

対にないようにするとともに、廃止することを含めて見直してください。

1４、県民の防災意識を高揚させ、家屋の倒壊や津波被害・自然災害から身を守るすべを身につけ、自

然災害から住民のいのちを守る地域をつくるために、公民館・図書館など、公的な社会教育機関の

機能の強化をはかるなど、社会教育活動を一層充実させてください。

また、専門職員の配置・増員等も含め、学校および教育委員会の防災体制を充実させるとともに、

系統的に防災教育をすすめることで、子どもたちの命を守り、災害に強い社会を実現してください。

1５、すべての学校に学校司書（専門・専任・正規）を置いて、いつでも生徒が学校図書館を利用でき

るようにしてください。当面、臨時職も含めて未配置の学校への人の配置の対策を拡充して下さい。

１６、ブラックバイトという言葉が注目を集めているように、アルバイトの学生などを使い捨てにす

る企業が問題となっています。過密な労働によって、学業や生活がないがしろにされるケースも報

告されています。また、アルバイト時代の過酷な体験は、就職への意欲はもちろん、就職先の労働

条件が劣悪であっても、それを受け入れてしまう温床となりかねません。労働基本権についての知

識や自覚は、若者の離職防止、職場への定着にとっても重要です。

①県教委として、現状にどういった問題意識を持っているのかをお聞かせください。

②若者雇用セミナーや各学校等において労働組合役員の出前授業など、労働基本権にかかわる教育

を積極的に行ってください。また、各種相談窓口の紹介を行ってください。

③インターンシップについて、企業を訪問し、仕事の説明を受けるだけでなく、現場で働く労働者

や会社の労働組合役員とも懇談できるように改善し、本来の働く意味や働く権利について学べる

ようにしてください。

以 上


